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１．はじめに 

空港では、安全運航及び定時性の確保を目的に、

土木施設の機能を正常に保つための点検、清掃等を

実施している。しかしながら、航空機運航や空港運

用に影響を及ぼす事例が発生していることから、現

状の維持管理の基本的な考え方や実施頻度の見直し、

達成すべき維持管理水準の設定等が必要となってい

る。現場条件に応じた効率的かつ効果的な維持管理

を実現するために、調査研究している内容について

本稿で紹介する。 

 

２．維持管理状況の把握 

空港の経常的な維持管理について、草丈状況では、

平均値で30～70cmの範囲が多いが、雑草が繁茂し、

それ以上の草丈となる状況がみられる。夏～秋の時

期に航空機と鳥の衝突実績が多いのは、草刈後に草

丈が短くなり鳥が餌となる虫等を捕食しやすい環境

が発生すると考えられ、雑草の繁茂が影響して障害

が多く発生していると考えられる。また、丈の高い

雑草は着陸帯等の草地における消火救難活動や空港

警備対策へ悪影響を及ぼすほか、地上航空灯火の前

面の草丈が高いと、見えづらい状況も発生している。 

写真 航空灯火、警備センサーの障害 

その他、滑走路等の舗装面上には、石ころ、ゴム

片や金属片等の異物が見られ、航空機のエンジンが

吸込むと大規模な修理が必要となる。これらの異物

は舗装周辺からの流入や、航空機の運航の際に発生

しているものと推測される。 

写真 異物の飛散(小石、標識片) 

 

３．維持管理水準の検討 

維持管理水準の定量的指標の適用性に関して、各

空港の維持管理を取り巻く環境に照らして検討し、

草刈りの実施時期は4月から12月で妥当との結果と

なった。しかしながら、各空港の気候等の地域差や

現場条件の関係から、実施回数を明確に判定するこ

とができなかったため、今後も検討を継続すること

とした。また、舗装面清掃工等については、実施頻

度は年間4～6回の実施が妥当と判断された。ただし、

実施時期については、空港ごとの条件が異なるため、

技術会議や、維持管理官署との情報交換を実施し、

継続的に検討することとしている。 

     図  維持管理水準定量化のイメージ 

 

４．終わりに 

本研究成果は、維持管理の基本的な考え方や実施

頻度等について、令和2年度以降の空港土木工事共通

仕様書や積算基準等への反映を予定している。 

専門官 係員 

写真 

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要 

 

写真 

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要 

 

写真 

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要 

維持管理水準（定量的指標）

着
陸
帯
の
草
丈
や
土
砂
等
発
生
量

供用期間

維持実施 維持実施 維持実施

定量的指標設定のイメージ

機能回復 機能回復 機能回復

室長 

 

研究動向・成果 
 

 

多様な入札契約方式の 

現場への適用支援と改善 
 

(研究期間：平成28年度～) 
社会資本マネジメント研究センター 社会資本マネジメント研究室 

井星 雄貴 光谷 友樹 吉野 哲也    中洲 啓太 

石本 圭一 大野 琢海 

（キーワード）  技術提案・交渉方式、事業促進ＰＰＰ、災害時の随意契約、包括・個別二段階契約 

 

１．はじめに 

我が国では、2014年6月の「公共工事の品質確保の

促進に関する法律（品確法）」の改正を契機に、工

事の性格、地域の実情等に応じて、技術提案・交渉

方式、事業促進PPP（Public Private Partnership）、

災害時の随意契約等、多様な入札契約方式が適用さ

れている。しかし、これらの方式は適用機会が少な

く、地方整備局等の負担や不安が大きいことが、適

用を拡大する上での課題となっている。 

国総研社会資本マネジメント研究室は、地方整備

局等での多様な入札契約方式の適用支援を通じて経

験・ノウハウを蓄積し、後続手続やガイドラインに

速やかに反映させている。本稿は、多様な入札契約

方式の現場への適用支援と改善への取組を紹介する。 

２．技術提案・交渉方式 

技術提案・交渉方式は、2014年6月の品確法改正に

より規定され、施工者が設計段階から参画すること

により、設計・施工の品質確保、生産性向上等を図

る方式である。発注者が仕様やその前提条件を確定

できない工事に適用する。 

国土交通省は、令和2年1月現在、技術提案・交渉

方式を13工事（表）に適用しており、内訳は施工者

自らが設計する設計交渉・施工タイプ（図-1(a)）2

件、施工者が別契約の設計者に技術協力を行う技術

協力・施工タイプ（図-1(b)）11件となっている。 

技術提案・交渉方式は、施工契約締結（図-1、②）

までに提案の反映、リスクへの対処、価格交渉、有

識者会議への諮問等を行う。また、施工者の選定、

提案の履行義務、リスク分担、工事費の透明性確保

等の考え方が通常の設計・施工分離発注と異なるた

め、手続に慣れない担当者にとって負担が大きくな

りやすい。国総研は、技術提案・交渉方式の手続の

考え方が広く現場の担当者に理解され、効果的な活

用がなされるよう、適用支援を続けている（写真）。 

表 技術提案・交渉方式の適用工事 

 

 

(a) 設計交渉・施工タイプ 

 

(b) 技術協力・施工タイプ 

図-1 技術提案・交渉方式の契約タイプ 

※現場に応じた評価テーマ、条件設定の方法等を指導 

   

(a)大樋橋西高架橋(中国） (b)城山トンネル(近畿） 
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３．事業促進ＰＰＰ 

事業促進PPPは、平成24年度から東北の三陸沿岸道

路等の復興道路事業で導入され、その後、各地の大

規模事業等にも適用されている。事業促進PPPを必要

なときに速やかに導入するため、2019年3月に標準的

な実施手法、業務内容、仕様書の記載例等を示した

「国土交通省直轄の事業促進PPPに関するガイドラ

イン」が策定された。 

国総研は、ガイドライン策定にあたり、事業促進

PPP(8事務所11工区)の受発注者双方にヒアリングを

行い、マネジメント業務を担う人材の確保、育成が

主要な課題であることを把握した。そのため、ガイ

ドライン策定後は、業務項目をプルダウン式で統一

化した業務記録簿を活用した業務改善や、業務・工

事の受注制限緩和による受注インセンティブの向上

等について、地方整備局と連携しながら取り組んで

いる。 

 

図-2 事業促進ＰＰＰの体制 

４．災害復旧における入札契約方式 

(1) 災害時の随意契約等 

災害復旧においては、2017年7月に策定された「災

害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドラ

イン」に基づき、随意契約等を適用している。しか

し、現行ガイドラインは、測量・調査・設計業務に

対応していない、本復旧段階の随意契約の適用条件

が理解しづらいといった課題を有する。 

国総研は、近年の大規模災害における入札契約方

式の適用状況や、発注担当者から聞き取った課題等

を踏まえ、業務・工事を問わず、土木構造物が本来

有すべき機能・性能を回復するまでは随意契約の適

用を基本とするよう整理を進めている（図-3）。 

 

図-3 災害時における入札契約適用の考え方 

(2) 包括・個別二段階契約 

現在、災害協定、維持工事、一般土木工事等は、

独立して公募するため、事務所の災害協定締結者（企

業）が平常時に事務所管内で維持工事、一般土木工

事等の受注経験がない例が生じている。国総研は、

災害協定をより有効に機能させるため、災害協定を

包括協定とし、災害協定締結者に維持工事等の個別

発注を行う包括・個別二段階契約の実施手法（図-4）

を試行導入に関心がある地方整備局と検討している。 

包括・個別二段階契約の導入により、災害協定締

結者が平常時から、発注者と顔の見える関係を構築

し、地域・工事にも精通することで、より的確な災

害対応が可能となる。また、包括協定の下、個別工

事の長期的な受注見通しが得られ、24時間365日の厳

しい対応が求められる維持工事の担い手となる企業

の経営にも配慮した方式とも言える。 

 

図-4 包括・個別二段階契約（案） 

５．おわりに 

国総研社会資本マネジメント研究室は、地方整備

局等の業務改善に資する入札契約方式の適用支援を

続け、更なる改善と適用拡大に向け研究を進める。 

☞詳細情報はこちら 

1) 「発注者責任を果たすための今後の建設生産・ 

管理システムのあり方に関する懇談会」 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/hatyusyasekinin

kondankai.html 
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